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• 避難者数は約１６．４万人（平成２４年６月）であったが、約１２．３万人（平成２６年１
１月）となっている。

避難者数の推移

全体整備計画４，８９０戸の全ての用地に係る交付金申請受付を完了。

年度内に５００戸超の入居を予定しており、すでに、約２６０戸入居開始。（福島市内２３戸
（飯野）、郡山市内１３０戸（日和田・富田・八山田・東原）、会津若松市内２８戸（古川、門田）、
いわき市内８０戸（下神白））

復興公営住宅（原発被災者向け）の整備状況

H２４

1．福島県の避難者数の推移
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平成26年12月28日時点

帰還困難区域

居住制限区域

避難指示解除準備区域

旧避難指示区域
解除日 ： 田村市（平成26年4月1日）

： 川内村（平成26年10月1日）

旧特定避難勧奨地点
（南相馬市 142地点（152世帯））
解除日 ： 平成26年12月28日

凡例

避難指示区域の概念図

 生活環境の整備・改善のため、仮設商業施設の開設、コンビニの開店、移動販売、夜間
でも診療可能な診療所の開設、デマンド型乗合タクシーの運行開始、公営賃貸住宅の計
画、携帯電話の新規アンテナ設置の計画等を実施。

 放射線不安に対応するため、除染のフォローアップ（除染後の事後モニタリング、相談窓
口の設置、相談に応じたきめ細かな線量測定、必要な土壌の除去等）、希望者への個人
線量計の貸与、専門家による個別健康相談、モニタリングの充実等を実施。

 小中学校も平成26年4月から再開。

 放射線不安に対応するため、希望者への個人線量計の貸与、専門家による個別健康相
談等に加え、専門の相談窓口の設置、希望者に対する住居敷地内のきめ細かな線量測
定や清掃作業の実施、国の職員による個別世帯への訪問・説明等を実施。

 自宅に戻ることが不安との住民の声に対応するため、市営住宅の確保等を実施。

 生活環境の整備・改善のため、新しい商業施設・特別養護老人ホームの整備、移動販
売、携帯電話の新規アンテナ設置、診療バスの運行開始、災害公営住宅の整備、地域
の集会所の修繕等を実施。

 雇用創出に向けて、工業団地の整備、企業誘致等を実施。

 放射線不安に対応するため、除染のフォローアップ（除染後の事後モニタリング、相談窓
口の設置、相談に応じたきめ細かな線量測定、必要な土壌の除去等）、希望者への個人
線量計の貸与、専門家による個別健康相談（長崎大と連携）、モニタリングの充実、飲料
水用の井戸掘削に対する補助等を実施。 （1）

（2）

（3）

（１）田村市：平成26年4月1日 避難指示解除準備区域を解除

（２）川内村：平成26年10月1日 避難指示解除準備区域を解除
（併せて居住制限区域を避難指示解除準備区域に見直し）

（３）南相馬市：平成26年12月28日 特定避難勧奨地点を解除

 楢葉町、川俣町、葛尾村をはじめとした他の市町村においても、避難指示の解除や帰還
に向けた取組を本格化。

（４）その他

２．最近の避難指示等の解除の状況
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 避難指示が解除された市町村の帰還状況は以下のとおり。

◇田村市の帰還率 旧避難指示解除準備区域 約39%（人数） 約48%（世帯） ※26年11月末時点、都路町のみ

◇川内村の帰還率 川内村の帰還率 約58%（人数） 約53%（世帯） ※27年1月1日時点、川内村全体

 直近の被災市町村の住民意向調査においては、いくつかの市町村において帰還の意
向を有する住民の割合が増加。（「原子力被災自治体における住民意向調査」より）

３．住民の帰還状況と住民の帰還意向について
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＊住民意向調査結果より作成 （ ）内は調査時期
掲載市町村は、H25年度、H26年度ともに実施済の市町村

【凡例】 戻りたい 条件が整えば戻りたい まだ判断がつかない 戻らない 無回答
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 事故後約半年（第４次モニタリング）と事故後約２年半（第８次モニタリング）の空間
線量率の比較から、約２年間で、測定範囲全体の平均的な線量率は約５０％減少。

第４次航空機モニタリング(平成23年11月5日時点)の線量分
布

第８次航空機モニタリング(平成25年11月19日時点)の線量分
布

6

４．年間積算線量の推移
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５．福島県における工業生産の動向
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 福島県は震災後、全国平均を上回るペースで有効求人倍率が改善し、２６年
１１月時点で１．４６倍となっている。

（出所 厚生労働省）

１．１２
（全国平均）

１．４６
（福島県）

１．１２
（岩手県）

１．３１
（宮城県）

１．１６
（東北平均）

完全失業率
全国 ３．６％
岩手県 ２．７％
宮城県 ３．６％
福島県 ３．０％

６．福島県における雇用の動向
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＜ふくしま産業復興企業立地補助金の主な活用事例＞

○ 中小企業等グループ補助金では、福島県内の２２１グループを採択し、３，０００社以上の事業者の復旧・事
業再開を支援。うち、被災１２市町村に代表者が所在する６９グループを採択。

○ 新規立地と雇用創出を推進する「ふくしま産業復興企業立地補助金」では、これまでに４１４件の採択を行
い、約４，１００億円の新規投資と約４，８００人の新規雇用を創出。うち、１２市町村における企業立地５６件を
採択。

○ 産業復興を加速させ、雇用の創出を通じて地域経済の活性化を図る「津波･原子力災害被災地域雇用創出
企業立地補助金」では、福島県内の１８３件の採択を行い、うち、１２市町村における４６件を採択。

資料：福島県調べ（数字は、ふく
しま産業復興企業立地補助金の
採択件数）

電気計測器製造

郡山市 新設

繊維工業、化学工業 他

いわき市 増設

増
設

医薬品原薬製造

広野町

電気機械器具製造

南相馬市 増設

自動車関連部品製造

田村市 増設

加工紙製造

伊達市
増設

太陽光関連部品製造

須賀川市 新設

パルプ・紙・紙加工品製造

福島市 新設

ランドセル製造

会津若松市 新設

（参考）被災１２市町村における実績

支援措置 件数

中小企業等グルー
プ補助金

１２市町村に代表者が所在する
グループ採択数：６９グループ

ふくしま産業復興企
業立地補助金

１２市町村内における企業立地件数：
５６件

津波･原子力災害被
災地域雇用創出企
業立地補助金

１２市町村内における採択件数：４６件

県内での工場の新増設件数
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※県工業開発条例に基づく設置届出件数

７．産業の復旧・復興の取組
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（注）川内村の避難指示区域の解

除等は２６年１０月１日に実施。

平成27年1月時点
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